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はじめに�

　いま貴社に必要な経営情報は！ 1�
 １． 建設投資の縮小と「経営革新」 2�
 ２． 新たな収益源を開拓するには 4�
 ３． 建設業からの参入が進む新分野 5�
 ４． 不足する経営資源は「連携」で補う 8�
 ５． 現状の問題点を洗い出す「経営改善」 9�
 ６． 経営力強化に向けたチェックポイント 10�
 ７． ワンストップサービスセンター事業とは？ 11�
 ８． 本格化する公的支援制度 12�
 ９． 企業の取り組み事例 13

　建設業は、国民生活の質の向上及び国民経済の発展の基盤である住宅・社

会資本整備の直接の担い手であるとともに、国民総生産・全産業就業者数の1

割を占める基幹産業です。近年、建設投資が急速に減小するなかで深刻な過

剰供給構造となっており、受注の減少、収益性の低下により非常に厳しい経営環

境が続いています。�

　こうした厳しい状況を踏まえ、企業連携や自らの技術・ノウハウを活かした新分

野進出など、経営革新の取組みを通じた経営基盤の強化が求められています。�

　そのような取組みを支援するために、平成16年度に中国地方建設産業再生

協議会が発足し、中小・中堅建設業に対する各種支援策に係る情報交換等を

行うほか、建設業経営支援アドバイザーの派遣事業も取り組んできました。�

このリーフレットは、中国地方建設産業再生協議会の活動の一環として作成した

もので、公的支援制度、新分野進出・企業連携等の経営のヒントなどをとりまとめ

たものです。�

　このリーフレットが、意欲ある中小・中堅建設業者にとって経営基盤の強化、新

分野進出、企業連携等を図るうえでの参考となれば幸いです。�

�

平成２１年１０月�

中国地方建設産業再生協議会�



「公的支援制度」を具体的�
に調べたい�

P23

新市場や新分野に乗り出したいが�、�
どんな分野があるだろうか？�

P4

経営を取り巻く建設市場や�
社会はどのように変わりつ�
つあるのだろうか？�

他の事業者や機関と連携し�
て事業を行いたいが、どの�
ような点に注意すべきか？�

うちの会社には、どのよう�
な経営戦略がふさわしいか�
専門家に相談�
してみたい�。�P2

P8

P11

「経営改善」を行う際の�
留意点は何だろうか？�

P9

　新規成長分野への進出や経営基盤の
強化など、経営革新のテーマは様々な
方向に広がっています。まずは貴社にと
って、最も関係が深いと思われるテーマ
からご覧下さい。�

いま貴社に必要な�
経営情報は！�

　日本の経済構造は今、大きく変化しています。それとともに、

建設業を取り巻く経営環境は一段と厳しさを増しています。こ

れからの建設業は、従来型の事業展開だけを前提としていた

のでは生き残りは困難です。中小・中堅建設業も再編・再生の

時代を迎えています。そのためには、市場の変化や地域に芽

生えている新しいニーズに対応した経営が必要になってきます。

これまで培ってきた技術、ノウハウと地域に密着した体制を生

かして、新分野に進出することを考慮する必要もあるでしょう。

同時に、コスト管理の徹底等による経営の効率化、企業連携、

経営革新の取り組みを通じた経営基盤の強化も求められてい

ます。�

建設業の�
経営革新�

第1章�

1
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建設投資額の推移（中国地域）�

建設許可業者数／就業者数の推移（中国地域）�
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平成19、20年度は見込み値、�
平成21年度は見通し値�

出所：国土交通省「建設投資見通し」�

出所： 国土交通省 「全国許可業者数調べ」�
 　　〃 「建設投資見通し」�
 総　務　省 「労働力調査年報」�
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公共投資（建設投資）の動向�

建設投資の�
縮小と�
経営革新�

■建設産業は、建設投資の低迷や建設業者数と建設投資のバラン
ス崩壊（供給過剰）により収益性が大幅に低下し、市場を通じた
再編・淘汰が避けられない状況にあります。�
■中国地域でも、建設投資の総額は年々減少傾向にあります。平成
21年度の見通しではピーク時の約54％に落ち込んでいます。�

■縮小する建設市場と比べると、建設業者数や就業者数はいまだ
高水準にあり、供給過剰状態にあると考えられます。�

《建設投資の推移と供給過剰状態》�
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■建設業を取り巻く経営環境としては、まず公共工事の
急激な減少が挙げられます。しかしながら、経営環境の
変化は脅威ばかりではありません。ビジネスチャンスに
つながるものもあります。�
■経営環境の変化は様々ですが、一例を挙げると下記の
とおりです。�

《社会環境の変化》�

■建設投資が縮小・抑制傾向にある状況下、既存事業の問題
点の改善などといった従来型の経営努力だけでなく、「革
新的」に経営を実践している地域の建設業者も多く現れて
きています。�

《建設業改革の方向性》�

●新技術・新市場の獲得�
●新しい収益源・収益機
会の開拓　　など�

�

　少子高齢化の進展により、労働力が
減少する一方で高齢者を対象とした市場
が拡大しています。特に平成19年には
670万人を超える団塊の世代が退職を迎
えたといわれています。�

少子高齢化�

　農村では、農業の担い手が減少傾向
にある一方、ここ数年法制度が改正され、
一般企業でも農業参入しやすくなりつつ
あります。�

農業改革�

　電子申請、電子入札、帳票のデジタル
データ交換など、情報技術の進化ととも
に環境変化が進んでいます。�

ＩＴ化の進展�
　一般競争入札の拡大や総合評価方
式（価格だけでなく技術力など総合的に
評価するしくみ）の拡充、入札ボンド制度
の導入・拡大などへの対応が求められて
います。�

入札改革�

　指定管理者制度を活用した公共施設
の維持管理、中小企業地域資源活用促
進法を活用した地域資源のブランド化、
中小企業新事業活動促進法を活用した
商品開発・販促などが挙げられます。�

各種法律や制度�
　二酸化炭素の排出削減や省エネルギー、
自然エネルギーの活用、リサイクルの重
視など、環境に配慮した行動が重視され
てきています。�

環境問題�

　「食」「住」など生活の基本的分野で
の信頼が失われつつあり、安心・安全に
対する信頼が求められています。�

安心・安全�

従来型の�
経営努力だけでは�
限界がある�

建設投資額の�
減少傾向の�
継続�

経営革新�
が必要！�

例えばこんなものがあります�

建設業における経営革新の必要性�
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プラス要因�

「内部」の経営資源�

「外部」の経営環境�

マイナス要因�

例）�
●内装工事業者が顧客ニーズを反映したインテリア商品を開発。�
●水道工事業者が顧客ニーズを反映した浄水器を開発。�
●工事施工のほか維持管理業務にも進出、既存顧客やその関
連顧客にも販売を拡大。�
●得意の電気関係技術を応用し、産学連携で自然エネルギーを
活用した発電技術を開発。�

例）�
●ダチョウの養育及びダチョウを原料とした加工品の開発・販売�
●デイサービスやショートステイなど介護サービスの運営�
●農産物の栽培・生産及びそれを原料とした健康食品の開発・
販売�
�

　建設業とは関連があまりないため、自社の経営
資源を活用しつつも、外部と連携しながらノウハウ
等を補完しながら取り組む必要があります。比較
的リスクは高いものの、成功すれば新たな収入源
として期待できます。「環境」「福祉・介護」「農業」
など様々な分野への進出が行われています。�
�

建設関連�
分野�

　文字通り、建設業に関連しているので建設業で
培われた経営資源（ヒト、モノ、カネ、情報）を活用
しやすい分野といえます。参入しやすいため他社
との競合が予想されますが、比較的リスクが低く、
建設業との相乗効果が期待できます。�

非関連�
分野�

ヒト、モノ、カネ、情報、�
ノウハウ 等�

業界・競合企業の動向、�
顧客ニーズの変化等�

新市場・新分野への進出①�

新たな�
収益源を�
開拓するには�

■建設市場が縮小しているなか、新分野事業への参入
を図ることも、新たな収入源を確保するうえで重要
な選択肢です。�
■新分野の検討に当たっては、自社にとってのプラス
要因とマイナス要因をもういちど客観的に整理して
から、検討を進めることが重要です。�
■新分野進出は「建設関連分野」と「非関連分野」に
分けることができます。�

　経営環境の分析ツールの一つにＳＷＯＴ分析があります。自社経営
の強み・弱み、市場における事業機会・脅威について整理・把握するも
のですが、具体的な新分野の検討においても用いることができます。�

強み�
ナンバーワン、オンリーワン�

Strength

S 弱み�
改善が必要な点、劣る点�

Weakness

W

機会�
ビジネスチャンス�

Opportunity

O 脅威�
存在を脅かしそうな外部の動き�

Threat

T

例）�
●社長の幅広い人脈�
●既存顧客管理が徹底しリピーターが多い�
●営業のフットワークが良い�
●特殊技術を保有している�
●自社施工能力が高い�
●優秀な協力会社を抱えている�

例）�
●経営幹部が数字に甘く危機意識が
薄い�

●経営目標が具体的でなく周知も不足�
●民間工事の営業をした事がない�
●購買情報が足りず交渉力がない�
�

例）�
●インターネット等ＩＴの進歩�
●民間景気の一部回復�
●リフォーム市場の拡大�
●顧客ニーズの高度化・多様化�
●環境意識の高まり�

例）�
●少子高齢化、人口減社会�
●公共事業予算の削減�
●過剰供給構造による競争の激化�
●独禁法改正、入札・契約制度改革等
の制度環境の急速な変化�

�

SWOT分析（自社分析）の例�

建設業における新分野事業の分類�
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注）調査対象者は農林水産型商品を扱っている企業�

　パブリックビジネスとは、公共サービスの

うち民間による関与可能な分野に関わるビジ

ネスをいいます。具体的には、民間資金を活

用する仕組みであるPFIや2003年の地方

自治法の改正に伴う指定管理者制度等が該

当します。指定管理者制度とは、公の施設の

管理運営について、自治体の指定を受けれ

ば民間企業でも受託できる制度です。�

　保守・修善業務など建設業の技術・ノウハ

ウを直接活かせる業務もある反面、接客・サ

ービス業務などソフト面の充実を図る必要が

あるため、異業種企業との連携が重要です。�

　農林水産物や工業製品及びそれらに関係

する技術、文化財、自然の風景地、温泉地等

の地域資源とその強みを活用するビジネス

を地域資源活用ビジネスといいます。平成１

９年６月に中小企業地域資源活用促進法が施

行され、中小企業者が作成した事業計画が認

定されると様々な支援を受けられるしくみに

なっています。�

　地域資源を活用するには、まず農林水産物

などの地元の地域資源を認識する必要があ

ります。そして、それらを活用するためには、

地域の景観や歴史的建造物などの施設、さら

には街並みなどと組み合わせると効果的だ

と考えられます。�

新市場・新分野への進出②�

建設業からの�
参入が進む�
新分野�

■従来型の建設市場の低迷を受けて、新しい分野へ
の事業進出を考える企業が増えています。�

■建設業からの進出例がある市場としては、ニーズが
高まっているリフォーム分野や環境・リサイクル分
野がありますが、一方日頃の業務や地域の課題のな
かに新事業のヒントが潜んでいるケースもあります。�

80

23

456
494

557

66.564.7

40.8

29.6
25.4

※2008年度は2008年�
　4月現在の数値�

パブリック�
ビジネス分野�

地域資源活用�
ビジネス分野�

地域で生まれる新市場�
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●環境ビジネスの市場�

出所：平成14年環境省「わが国の環境ビジネス
の市場規模及び雇用規模の現状と将来
予測についての推計」�

新市場・新分野への進出②�

　今後、成長が期待されている事業分野

です。建設業者が比較的進出しやすい「建

築物全体の維持修繕工事」の場合、

2005年度の約15兆円から2020年度

には18.5～18.7兆円に増加すると予

測されています。�

　ただし、この分野は参入が比較的容易

な反面、競争は厳しく、他社との差別化を

図っていくことが重要です。�

　この分野は、廃棄物処理、リサイクル、

土壌汚染対策、エネルギー、健康住宅、屋

上緑化、環境保全等、多岐にわたってい

ますが、いわゆる規制ビジネスが多く、建

設リサイクル法や土壌汚染対策法等の施

行に伴って市場が拡大してきていること

が特色です。�

　環境省では環境ビジネスが２０００年か

ら２０２０年の２０年間において市場規模で１．

９倍、雇用規模で１．６倍に拡大すると予測

しています。�
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●維持・補修市場�

出所： 平成14年（財）建設経済研究所�
 「日本経済と公共投資」�

リフォーム�
分野�

環境・�
リサイクル分野�

建設業関連・周辺分野�
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　高齢化を背景に、関連市場は右肩上が

りを示しています。平成12年の介護保

険制度導入により、民間企業の介護サー

ビス事業への進出が可能となり、平成18

年度の改正で需要はさらに拡大していま

す。介護・福祉スタッフは外部から調達す

る傾向にあるものの、介護・福祉事業で

得たノウハウをバリアフリー施工につな

げるなど相乗効果も期待できます。�

　「食の安全性」や「健康志向」の意

識の高まりを受け、やり方しだいでは

高収益を上げることも期待できます。

農業参入により、従業員の効率的な活

用が図られるとともに、地域における

雇用の確保と担い手のいない農地の

有効利用が期待されます。�

　すでに建設業においても、土壌改良

による有機農業、機械を用いた農作業

受託、観光業を兼ねた牧場等、農業へ

の特色ある挑戦が行われています。�

●高齢化の推移と将来推計�
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高齢者人口�
高齢者人口比率�

②農業生産事業�

①農作業受託事業�
依頼された農作業を請け負う形態の事
業です。�

自社保有の遊休地を活用するなど、農
地を利用しないで農業参入する形態の
事業です。ブロイラーや養豚、きのこ栽
培など施設を利用したものが多くみられ
ます。�

農地を利用しない農業生産事業�

農業者の高齢化や耕作放棄地の増加、
担い手不足などの問題の解消を図るた
め、改正農業経営基盤強化促進法が
平成17年9月に施行されました。これに
より、一般の株式会社やNPO法人など、
農業生産法人以外の法人のリース方
式による農地の権利取得が可能となり、
建設業本体で直接農業生産ができる
ように規制が緩和されました。�
�

農地を利用する農業生産事業�

出所： 内閣府「平成21年版高齢社会白書」�

実績値�推計値�
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●食に対する志向で特に強いと思うもの（上位5項目）�

59.1

34.5
30.3

27.0 24.2

出
所:

農
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水
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」�
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安
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産
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志
向�

高齢化社会に�
対応した分野�

農業分野�

非関連分野�
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自社にノウハウがない場合、�
時間がかかる�

自社で負担する�

自社保有の技術の範囲�

自社だけで意思決定�

ひとりよがり�

自社で独占できる�

外部企業等からノウハウを得て�
時間短縮を図る�

外部企業等と分担できる�

外部企業等の技術を活用�

合意形成が必要�

客観性が高まる�

分担・分配の必要あり�

連携先となる「外部」には様々な機関がある� 企業連携の類型�

自社単独と連携とを比較すると・・・�

連携による新たな取り組み�

不足する�
経営資源は�
連携で補う�

■中小・中堅建設業者にとって、自社で不足する技術・ノウハウ
を外部機関との連携により補完することは有効な手段です。�

■連携先は、企業、大学、ＮＰＯ、研究機関など。また連携の形態
も、組合やフランチャイズ、協力会社方式、共同出資会社の設
立、合併・吸収分割、業務提携など様々な形態があります。�

■研究開発的色彩が強い事業では、公設試験研究機関や大学
など、製造段階ではメーカーや専門業者、マーケティングに
当たっては、中小企業診断士や専門コンサルタントなどと連
携しているケースが見受けられます。�

《外部機関との連携》�

自社単独� 連　携�

業界外との連携�

縦の連携�

横の連携�

協同組合�

自社から見て遠い業界の
会社になるほど連携の難
易度が増すが、連携に成
功した場合の成果もより
大きい。�

福祉マンションの建設で、建
設業者と介護事業者が連携し、
住宅供給と高齢者ケアを一
体のものとして提供。�

ビル建設で、測量→設計→
施工→維持・管理の各プロセ
スに携わる各企業が、一連の
過程で「縦のつながり」を作
って、一体となってサービス
を提供する例。�

リフォーム工事などで、内装
工事、改装工事、上下水道工
事、電設工事を行なう異業種
のもの同士が「横のつながり」
を作って、一体となって連携
して工事を受注･施工する例。�

同じ業種の企業が、共同受注
や、資材の共同購入などを行
って、受注機会の拡大や、コ
ストダウンを図る例。�

異
業
種
連
携�

同
業
種
連
携�

業
外
連
携�

業界内�

業界外�

専門家�

中小企業診断士、�
公認会計士、税理士、�
社会保険労務士、�
行政書士、弁護士�
…など�

本業高度化･新分野進
出への新技術開発、�
ベンチャー�
…など�

ＮＰＯ�
ＬＬＰ（有限責任事業組合）�
ボランティア�
地域住民・自治体�
…など�

異業種企業�

同業種企業�

その他�

大　学�

研究機関�

組合、フランチャイズ、協
力会社方式、共同出資
会社、合併･吸収分割、
業務提携、ネット上での
連携�
…など�
�

自　社� 経営革新�

事業開始までの�
スピード�

開発・投資�
コストの負担�

技術力�

意思決定の�
自由度�

ニーズ予測�

リターン・成果�



どんな業界でも「優秀な
人材の確保・育成」は重要な

経営課題ですが、とりわけ建設業
は労働集約的な産業であるため、人材が
企業業績を左右するといっても過
言ではありません。「企業は
人なり」です。�
�

常にアンテナを張り、経営
改善に資する情報を積極的

に収集することが重要です。その
一環として、P11の「ワンストップサービ
スセンター事業」をはじめ各行政
機関が実施している公的支
援施策などを調べ、申
請・活用してみ
ましょう。�
�

人材面� 情報面�

新規借り入れが可能かどうか、
ここ数年の財務諸表の状況がどの
ようになっているかなど的確に認識す
るとともに、将来的な資金計画等
を立てることが重要です。�

工期の遅れがなく、労災事故な
どが発生しないことはもちろん、新
工法の開発や施工品質の向上、コスト
ダウン等を図ることが競争力アッ
プにつながります。�
�

資金面�

技術面�

自助努力型の�
経営マインド�

自社の経営の見直し・立て直し�

現状の問題点を�
洗い出す�
経営改善�

■自社に十分な体力や余裕、強み等がない場合には、収益性の
向上や生産性の向上に向けて、現状の問題点を見直す「経営
改善」に取り組む必要があります。�

■経営改善や経営の見直しのためには、経営改善に向けた姿勢・
行動を確立するとともに、資金面、人材面、情報面など様々な
側面から取り組む必要があります。�
�

　景気の好転や公共工事の増加な
どを期待するのではなく、自助努力
型の経営マインド・姿勢が求められ
ます。また、そのような姿勢を自社
の社員に理解してもらい、醸成する
ことが大切です。�
�

柔軟かつ�
機動的な取組み�
　自社の良き伝統・企業文化・やり
方は引き継ぎながらも、それに過度
にとらわれることなく、柔軟かつ機
動的に見直しながら経営改善に取
り組みましょう。�
�

継続的な取組み�
～将来的なことも視野に～�

　経営改善・経営の見直しには、継
続性や不断の努力が重要なのはい
うまでもありませんが、企業の存続
や事業の承継、後継者の育成など
将来的な課題も視野に入れること
が大切です。�
�

各側面からのアプローチ例�

姿勢・行動�

上記のほかにも、研究開発面や購買・
仕入面、営業面、サービス面など自
社の実情に応じた様々な切り口・側
面から、経営改善にアプローチして
みることが大切です。�

9



●中小建設業が抱える課題�

チェックポイント�

経営力強化に�
向けた�
チェックポイント�

■「桃栗３年、柿８年」の通り、採算がとれ
るようになるまでには時間がかかるので、
売上高、営業利益等のしっかりした中長
期計画の作成が重要です。�
■顧客・販路の開拓は事業展開上の要。
競合企業や類似製品の調査が必要にな
ります。�

①従来型営業にとら
われない�
●顧客別、商品別、活
動エリア別などそれ
ぞれに合った営業ス
タイルの確立が求め
られます。�
②営業活動のシス
テム化～組織的・体
系的な営業を～�
●営業マン個人の頭
の中にある情報・ノ
ウハウを社内で共有
化するとともに、営
業部門だけでなく他
部門とも協力して、
顧客ニーズの把握
や顧客への提案、ア
フターサービスの実
施などを組織的に行
うことが重要です。�
③営業部門と生産
（開発）部門の緊密
な連携�
●営業活動で把握し
た顧客情報やニー
ズを生産（開発）部
門にフィードバック
することにより、より
顧客ニーズにマッチ
した製品開発ができ
るようになります。�

①各コストの把握と
管理�
●生産コスト、仕入
コスト、販売コスト、
輸送コストなど様々
なコストを把握・抑
制しつつも、戦略的・
計画的にメリハリの
きいたコスト管理を
行うことが重要です。�
②最適な仕入先の
選定・確保�
●数量、品質、価格、
納期などの諸条件
を吟味・検討し、安
定的・継続的に調達
できる最適な仕入
先を選定・確保する
必要があります。�
�

①様々な資金調達
方法�
●自己資金、銀行借
入、私募債発行、ベ
ンチャーキャピタル
の活用、公的支援制
度の活用など、資金
調達方法には様々
な方法があります
ので、それぞれのメ
リット、デメリットを
把握するとともに、
場合によっては専
門家に相談するこ
とが有効です。�
②金融機関との良好
なパートナーシップ�
●しっかりした「経
営計画書」の作成、
金融機関に対する
定期的な会計情報
の開示、単年度ベー
スでの利益計上、安
定的・継続的な取引
先・得意先の確保な
どにより、金融機関
からの評価がアップ
し、良好な関係を築
くことができます。�

●技術の開発・習得・
高度化やノウハウ
の蓄積に向けて、 
特許取得の是非の
検討や他社との技
術提携、技術情報
のセキュリティ管理
（情報流出防止）な
どに努める必要が
あります。�
�

●優秀な人材を確保・
育成するためには、
既存人材の再教育・
配置転換、外部人
材のスカウト・中途
採用、連携先企業
からの派遣・協力、
営業マンや技術者
等に対する研修シ
ステムの構築など
が有効です。�
�

●社員や顧客の生
の声を吸い上げる
ためにも、経営者自
ら生産現場や販売
現場を知ることが
大切です。�

顧客の開拓�
～営業改革を進めるには～�

コスト管理と�
仕入先の確保� 資金調達� 技術・�

ノウハウ�
人材の�
育成・確保�

現場意見の�
反映�

事業の成就�

　ワンストップサービスセンターの建設業経営支援アドバイザーを対
象としたアンケートでも、中小建設企業の課題は「販路開拓」「コスト
管理」という回答が上位を占めた。�

80604020

自ら販路開拓できない�

コスト管理が甘い�

自助努力が足りない�

決算書が信用できない�

危機感が足りない�

その他�

0 （％）�

79.9

62.7

48.5

44.4

44.4

23.1

出所：平成19年（財）建設業振興基金�
　　「建設業経営支援アドバイザー意識調査」�

6つのポイント�

10



経営相談事業とは�

■中小・中堅建設業者の経営基盤強化等を図るため、関連
するサービスを建設業者が１カ所でまとめて受けられる「建

設業総合相談受付窓口」が、国土交通省
の各地方整備局等、各都道府県の建設
業協会等に設置されています。（Ｐ50の

お問い合わせ先を参照）�
■相談受付窓口では、相談の内容に対応して、関連する資
料の提供や相談窓口の紹介を行うほか、相談者（建設業者）
が経営上の個別・具体的な相談を希望する場合には、「建
設業経営支援アドバイザー」を派遣しています。�

利用方法�

経営方針・�
経営戦略の�
相談をしたい�

財務・資金調達�
などの相談を�
したい�

経営が�
思うように�
いかない�

助成金や�
支援制度を�
活用したい�

TEL�
FAX�

インターネット�

新しい事業に�
チャレンジ�
したい�

個別経営相談を�
したい！�
�

中小・中堅�
建設業者�

建設業経営支援�
アドバイザー�
中小企業診断士や�
税理士等の有資格者�

建設業総合相談�
受付窓口�

関係省庁�
派　遣�

相談対応依頼�

情報・資料提供�

経営相談・�
問い合わせ・申し込み�

※建設業経営支援ア
ドバイザーには守秘
義務があります。ま
た相談内容を業務
目的以外に使用す
ることは一切ありま
せんので、自社経営
改善を図るためお気
軽にご利用ください。�

P50を�
ご覧下さい�

3時間程度の面接を
2回まで無料でご利
用いただけます。�

「建設業総合相談�
受付窓口」に申込�
（電話、ＦＡＸ、イン�
ターネット）�

�

貴社にアドバイザー�
が訪問・相談�

FAXや�
インターネット等�
で申し込むだけ�

経営専門家・外部専門家の活用�

ワンストップ�
サービスセンター�
事業とは？�
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厚生労働省・農林水産省・経済産業省・環境省・国土交通省が連携
して、「建設業の新分野進出」を「政策群」として位置づけて支援�

「地域の経済と雇用を支える建設業について、技術と経営に優れ、地域に貢献する企業の成長を支援するため、「地
域建設業経営強化融資制度」の活用等による資金調達の円滑化、総合評価方式の導入・拡充やダンピング受注の
防止の徹底等による適正価格での契約を推進するとともに、新分野への進出や他産業との連携事業（林建共働な
ど）による地域総合産業化や人材の確保・育成の取組を支援する。」�

建設業者に対する支援施策�

本格化する�
公的支援制度�

■地域経済や雇用に高い波及効果が期待される新分
野進出を後押しする国の支援策も本格化しています。�
■建設業の地域総合産業化の促進の一つとして、地
域の建設産業団体と地方公共団体が中心となり建
設業以外の他産業の団体等と連携して地域の活
性化に資する事業の立ち上げに向けた取組を支
援する「建設業と地域の元気回復助成事業」が平
成20年度第2次補正予算により実施されています。�

●建設業緊急経営相談事業（ワンストップサービスセンタ
ー事業等）�

●建設業と地域の元気回復助成事業�
●下請資金繰り支援事業�

●農地リース方式による農業参入の支援�
●企業等農業参入支援推進事業�
●農業サービス事業体に対する支援の充実（農林漁業施
設資金）�
●金融支援（農林漁業金融公庫資金・農業近代化資金　等）�
●農山漁村活性化プロジェクト支援交付金�
●地域・企業協働基盤整備推進対策（農業参入促進基盤
整備実証事業等）　等�
�

●中小企業雇用創出等能力開発助成金�

○地域における建設業は、地域の住宅・社会資本整備の担い手
であり、経済・雇用を支える重要な産業�
○建設業が保有する人材、機材、ノウハウ等を活用した異業種
との連携や複業化等により、地域づくりの担い手である建設
業の活力の再生、雇用の維持・拡大や地域活性化を図ること
に対して大きな期待�
�

総　合�

能力開発�

農　業�

●学校エコ改修と環境教育事業�

環　境�

●地域介護・福祉空間整備等交付金等による地域の介護
サービス基盤の整備�

福　祉�

●建設労働者雇用安定支援事業�
●地域雇用開発助成金等�
●新規・成長分野企業等に対する支援�
●中小企業基盤人材確保助成金（新分野進出等）�
●建設業有料職業紹介事業等の推進  

雇用対策�

●新事業活動促進支援補助金　�
●中小企業地域資源活用プログラム事業�
●中小企業総合支援センターによる専門家派遣等、セミ
ナーの開催�
●中小企業再生支援協議会による中小企業の再生支援�

中小企業対策�

（平成16年6月4日閣議決定）�

（平成20年12月19日 地域活性化統合本部決定）�

○地域の建設業は、建設投資の急速かつ大幅な減少、ダン
ピング等による価格競争の激化、金融機関の融資姿勢の
厳格化といった課題に直面しているとともに、昨今の景
気後退の影響により、その取り巻く経営環境はかつてな
い厳しい状況�

建設業をとりまく厳しい環境�

『骨太の方針２００４』�

『地方再生戦略』（抜粋）�

地域総合産業化支援策の概要�

地域において建設業の果たす役割�

建設業の地域総合産業化の促進について�
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13

ケーススタディから見る新分野進出・経営革新�

企業の�
取り組み事例�

■ここでは国土交通省からの受託事業として（財）
建設業振興基金が実施した「建設業の新分野進出・
経営革新モデル構築支援事業」における選定事
例から、経営革新に取り組んでいる企業をご紹介
します。�
�

事例01 山陰建設工業（株）  …………………………… 14 �
堆肥センター指定管理者制度への参入と�
有機質肥料の生産・販売�

事例02 （有）千原コーテック  ………………………… 15 �
森林管理につながる�
低コストの木質バイオマス加温設備の販売事業�

事例03 アミシール（株）  ……………………………… 16 �
アセットマネジメントによる�
コンクリート構造物の調査・診断・補修事業�

事例04 坂川建設鉱業（株）　…………………………… 17 �
星の郷をブランドに、森林資源を活用した�
「星の薪」の生産・販売�

事例05 大下建設（株） ………………………………… 18 �
公共土木分野から民間住宅建築を中心とした�
民需事業分野への進出�

事例06 光和商事（株）　………………………………… 19 �
ミミズを活用した生ゴミ処理器（コンポスト）の�
製品化・販売�

事例07 （株）原工務店 　………………………………… 20 �
独自に開発した木質ラーメン構法の�
普及を目指し、大臣認定を取得�

事例08 中谷ホールディングス（株）（旧:まなおとホールディングス（株））�
……………………………………………………………… 21 �
コスト削減を進め、自社が展開する総菜専門店の経営力を向上�

事例09 （株）ミトモ …………………………………… 22 �
高機能シャワーヘッドの�
さらなる機能向上と販路拡大を目指す事業�

建設業の新分野進出・�
経営革新モデル�
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ケーススタディから見る新分野進出・経営革新

堆肥センター指定管理者制度への
参入と有機質肥料の生産・販売

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応 5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題
3．新事業の概要
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森林管理につながる
低コストの木質バイオマス加温設備の
販売事業

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応
5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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ケーススタディから見る新分野進出・経営革新

アセットマネジメントによる
コンクリート構造物の
調査・診断・補修事業

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応
5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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星の郷をブランドに、
森林資源を活用した
「星の薪」の生産・販売

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応

5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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ケーススタディから見る新分野進出・経営革新

公共土木分野から民間住宅建築を
中心とした民需事業分野への進出

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応
5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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ミミズを活用した生ゴミ処理器
（コンポスト）の製品化・販売

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応
5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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ケーススタディから見る新分野進出・経営革新

独自に開発した
木質ラーメン構法の普及を目指し、
大臣認定を取得

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応

5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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コスト削減を進め、自社が展開する
総菜専門店の経営力を向上

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応
5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題
3．新事業の概要
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ケーススタディから見る新分野進出・経営革新

高機能シャワーヘッドのさらなる
機能向上と販路拡大を目指す事業

1．事業の背景と動機

2．進出時の苦労やその対応

5．差別化戦略・競争戦略

4．事業の推進体制

6．成果と今後の課題

3．新事業の概要
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相談や情報収集をしたい

どんな融資や税制があるのか
知りたい

技術支援を受けたい

従業員育成や確保のための
支援を受けたい

ネットワークやＩＴを利用して
経営資源の強化を図りたい

新しい分野への進出のために
どんな支援があるか知りたい

1経営情報・アドバイス
オンライン情報提供　 ‥‥‥‥ 24
相談・指導・派遣　 ‥‥‥‥‥ 24
ガイダンス等　 ‥‥‥‥‥‥‥ 27

2 融資・税制等　
融資・保証等　 ‥‥‥‥‥‥‥ 28
税　制 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31

3 新技術・研究開発
情報提供・交流　 ‥‥‥‥‥‥ 32
助　成　 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 32

4 雇用・人材育成
人材確保　 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35
人材育成　 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 36

5 経営基盤の強化
連携・共同化・債務保証等　‥‥ 40
販路拡大・交流会　 ‥‥‥‥‥ 41
IT支援　 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 42

6 新事業・新分野進出
新事業（全般） ‥‥‥‥‥‥‥ 43
農林水産　 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46
環境・リサイクル　 ‥‥‥‥‥ 48
介護・福祉・住宅等　 ‥‥‥‥ 49

◎公的支援制度は毎年制度、内容が変更されるものもあり、年度内でも補正予算によって追加されるものもあります。
本一覧の情報は、正確かつ最新であるよう最善をつくしておりますが、その情報の正確性を保証しているものではありません。
最新の情報については、各支援制度の連絡先にお問い合わせいただくか、各団体のホームページをご参照下さい。

本一覧は、経営革新や新分野進出に役立つ公的支援制度を紹介し、中小・中堅建設業の経
営者の方々に、ニーズに応じて各制度を効果的に把握し活用していただくことを目的としてい
ます。掲載されている各制度は、国や地方公共団体、公的団体が公開する資料やホームペー
ジ、さらに中国地方建設産業再生協議会メンバーなどからの情報をもとに選定いたしました。

目　的 ページ

連絡先・問い合わせ先‥‥‥‥ 50
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全国の公的支援制度一覧●1 経営情報・アドバイス

■オンライン情報提供

■相談・指導・派遣

（各県）

●

●
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●1 経営情報・アドバイス

（各県）

●
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全国の公的支援制度一覧●1 経営情報・アドバイス

●

●

●
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●1 経営情報・アドバイス

■ガイダンス等

（各県）

●

●
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全国の公的支援制度一覧●2 融資・税制等

■融資・保証等
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●2 融資・税制等
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全国の公的支援制度一覧●2 融資・税制等

（各県）

●

●

●

●
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●2 融資・税制等

■税制

●
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全国の公的支援制度一覧●3 新技術・研究開発

■情報提供・交流

■助成

（各県）

●
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●3 新技術・研究開発

（各県）

●

●

●
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全国の公的支援制度一覧●3 新技術・研究開発

●
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●4 雇用・人材育成

■人材確保
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全国の公的支援制度一覧●4 雇用・人材育成

■人材育成

（各県）

●

（各県）

●

●

●
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●4 雇用・人材育成

●

●
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全国の公的支援制度一覧●4 雇用・人材育成

●
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●4 雇用・人材育成
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全国の公的支援制度一覧●5 経営基盤の強化

■連携・共同化・債務保証等
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●5 経営基盤の強化

■販路拡大・交流会

（各県）

●

●

●

●

（各県）
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全国の公的支援制度一覧●5 経営基盤の強化

■IT支援

●

●
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●6 新事業・新分野進出

■新事業（全般）
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全国の公的支援制度一覧●6 新事業・新分野進出



45

●6 新事業・新分野進出

（各県）

●

●

●
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全国の公的支援制度一覧●6 新事業・新分野進出

■農林水産
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●6 新事業・新分野進出
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全国の公的支援制度一覧●6 新事業・新分野進出

■環境・リサイクル

（各県）

●

●

●
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●6 新事業・新分野進出

■介護・福祉・住宅等

（各県）

●
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ワンストップサービスセンター　建設業総合相談受付窓口
経営に関することなら、何でもお気軽にご相談下さい。
次の電話・ホームページからお申し込みできます。

ホームページ

http：//www.yoi-kensetsu.com/one-stop/top/

電話

（財）建設業振興基金　構造改善センター 03-5473-4572

●国土交通省
国土交通省 中国地方整備局 計画・建設産業課 082-221-9231

●全建及び各県建設業協会
（社）全国建設業協会 03-3551-9396
（社）鳥取県建設業協会 0857-24-2281
（社）島根県建設業協会 0852-21-9004
（社）岡山県建設業協会 086-225-4131
（社）広島県建設工業協会 082-511-1430
（社）山口県建設業協会 083-922-0857

●建専連及び各専門工事業団体
（社）建設産業専門団体連合会 03-5425-6805
（社）カーテンウォール・防火開口部協会 03-3500-3891
消防施設工事協会 03-3288-0352
全国圧接業協同組合連合会 03-5821-3966
全国管工事業協同組合連合会 03-3949-7312
全国基礎工業協同組合連合会 03-3612-6611
（社）全国クレーン建設業協会 03-3281-5003
（社）全国建設室内工事業協会 03-3666-4482
（社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 03-3254-0731
全国コンクリートカッター工事業協同組合 03-3454-6990
（社）全国タイル業協会 052-935-7941
（社）全国鉄筋工事業協会 03-3281-2184
（社）全国道路標識・標示業協会 03-3262-0836
（社）全国防水工事業協会 03-5298-3793
全国マスチック事業協同組合連合会 03-3496-3861
（社）全日本瓦工事業連盟 03-3265-2887
（社）日本アンカー協会 03-5214-1168
日本外壁仕上業協同組合連合会 03-3379-4338
（社）日本機械土工協会 03-3845-2727
（社）日本基礎建設協会 03-3551-7018
日本建設インテリア事業協同組合連合会 03-3239-6551
（社）日本建設 体工事業団体連合会 03-3972-7221
（社）日本建設大工工事業協会 03-3591-1098
（社）日本建築板金協会 03-3453-7698
（社）日本左官業組合連合会 03-3269-0560
（社）日本シヤッター・ドア協会 03-3288-1281
（社）日本造園組合連合会 03-3293-7577
（社）日本造園建設業協会 03-5684-0011
（社）日本タイル煉瓦工事工業会 03-3260-9023
（社）日本塗装工業会 03-3770-9901
（社）日本鳶工業連合会 03-3434-8805

連絡先・問い合わせ先
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連絡先・問い合わせ先

各分野の関連機関

各県の関連部署

●建設業担当課

鳥取県県土整備部県土総務課 TEL 0857-26-7347

島根県土木部土木総務課 TEL 0852-22-6429

岡山県土木部監理課 TEL 086-226-7463

広島県土木局総務管理部建設産業課 TEL 082-513-3822

山口県土木建築部監理課 TEL 083-933-3629

●中小企業担当課

鳥取県商工労働部経済政策課 TEL 0857-26-7212

島根県商工労働部経営支援課 TEL 0852-22-5883

岡山県産業労働部経営支援課 TEL 086-226-7354

広島県商工労働部商工労働総務室 TEL 082-513-3313

山口県商工労働部経営金融課 TEL 083-933-3180

中小企業経営の相談機関

●中小企業支援センター

（財）鳥取県産業振興機構 TEL 0857-52-3011

（財）しまね産業振興財団 TEL 0852-60-5110

（財）岡山県産業振興財団 TEL 086-286-9626

（財）ひろしま産業振興機構 TEL 082-240-7701

（財）やまぐち産業振興財団 TEL 083-922-3700

（財）広島市産業振興センター TEL 082-278-8032

●中小企業再生支援協議会

鳥取県中小企業再生支援協議会 TEL 0857-52-6701

島根県中小企業再生支援協議会 TEL 0852-23-0701 

岡山県中小企業再生支援協議会 TEL 086-286-9682

広島県中小企業再生支援協議会 TEL 082-511-5780

山口県中小企業再生支援協議会 TEL 083-922-9931

●商工会連合会

鳥取県商工会連合会 TEL 0857-31-5555

島根県商工会連合会 TEL 0852-21-0651

岡山県商工会連合会 TEL 086-224-4341

広島県商工会連合会 TEL 082-247-0221

山口県商工会連合会 TEL 083-925-8888

●商工会議所

鳥取商工会議所 TEL 0857-26-6666

松江商工会議所 TEL 0852-23-1616

岡山商工会議所 TEL 086-232-2266

広島商工会議所 TEL 082-222-6610

山口商工会議所 TEL 083-925-2300

●中小企業団体中央会

鳥取県中小企業団体中央会 TEL 0857-26-6671

島根県中小企業団体中央会 TEL 0852-21-4809

岡山県中小企業団体中央会 TEL 086-224-2245

広島県中小企業団体中央会 TEL 082-228-0926

山口県中小企業団体中央会 TEL 083-922-2606

政府系金融機関

●（株）日本政策金融公庫（国民生活事業）

鳥取支店 TEL 0857-22-3156

松江支店 TEL 0852-23-2651

岡山支店 TEL 086-225-0011

広島支店 TEL 082-244-2231

山口支店 TEL 083-922-3660

●（株）日本政策金融公庫（中小企業事業）

鳥取支店 TEL 0857-23-1641

松江支店 TEL 0852-21-0110

岡山支店 TEL 086-222-7666

広島支店 TEL 082-247-9151

下関支店 TEL 0832-23-2251

●（株）日本政策金融公庫（農林水産事業）

鳥取支店 TEL 0120-926437

松江支店 TEL 0120-911691

岡山支店 TEL 0120-911694

広島支店 TEL 0120-959016

山口支店 TEL 0120-926475

●商工組合中央金庫

鳥取支店 TEL 0857-22-3171

松江支店 TEL 0852-23-3131

岡山支店 TEL 086-225-1131

広島支店 TEL 082-248-1151

下関支店 TEL 0832-23-1151

●信用保証協会

鳥取県信用保証協会 TEL 0857-26-6631

島根県信用保証協会 TEL 0852-21-0561



52

連絡先・問い合わせ先

岡山県信用保証協会 TEL 086-243-1121

広島県信用保証協会 TEL 082-228-5500

山口県信用保証協会 TEL 083-921-3090

●ベンチャー財団

（財）鳥取県産業振興機構 TEL 0857-52-3011

（財）しまね産業振興財団 TEL 0852-60-5110

（財）岡山県産業振興財団 TEL 086-286-9626

（財）ひろしま産業振興機構 TEL 082-240-7701

（財）やまぐち産業振興財団 TEL 083-922-3700

雇用関係の相談機関

●厚生労働省

鳥取労働局 TEL 0857-29-1700

島根労働局 TEL 0852-20-7001

岡山労働局 TEL 086-225-2017

広島労働局 TEL 082-502-7831

山口労働局 TEL 083-995-0365

●独立行政法人雇用・能力開発機構

鳥取センター TEL 0857-52-8781

島根センター TEL 0852-31-2800

岡山センター TEL 086-241-0067

広島センター TEL 082-245-0267

山口センター TEL 083-922-2065

●雇用開発協会

（社）鳥取県高齢・障害者雇用促進協会

TEL 0857-27-6974

（社）島根県雇用促進協会 TEL 0852-21-8131

（社）岡山県雇用開発協会 TEL 086-233-2667

（社）広島県雇用開発協会 TEL 082-512-1133

（社）山口県雇用開発協会 TEL 083-924-6749

●（財）介護労働安定センター

（財）介護労働安定センター鳥取支部

TEL 0857-21-6571

（財）介護労働安定センター島根支部

TEL 0852-25-8302

（財）介護労働安定センター岡山支部

TEL 086-221-4565

（財）介護労働安定センター広島支部

TEL 082-222-3063

（財）介護労働安定センター山口支部

TEL 083-920-0926

●福祉人材センター

鳥取県福祉人材センター TEL 0857-59-6336

島根県福祉人材センター TEL 0852-32-5957

岡山県福祉人材センター TEL 086-226-3507

広島県社会福祉人材育成センター TEL 082-256-4848

山口県福祉人材・研修センター TEL 083-922-6200

農林分野の相談機関

●農林水産省

中国四国農政局企画調整室 TEL 086-224-4511（代）

●県農林水産担当課（窓口）

鳥取県農林水産部農政課 TEL 0857-26-7257

島根県農林水産部農林水産総務課

TEL 0852-22-5393

岡山県農林水産部農業経営課 TEL 086-226-7420

広島県農林水産局総務管理部農林水産総務課

TEL 082-513-3511

山口県農林水産部農林水産政策課

TEL 083-933-3310

●農業会議

鳥取県農業会議 TEL 0857-26-8371

島根県農業会議 TEL 0852-22-4471

岡山県農業会議 TEL 086-234-1093

広島県農業会議 TEL 082-545-4146

山口県農業会議 TEL 083-923-2102

●農業公社

（財）鳥取県農業担い手育成基金 TEL 0857-26-7599

（財）しまね農業振興公社 TEL 0852-32-2300

（財）岡山県農林漁業担い手育成財団

TEL 086-226-7423

（財）広島県農林振興センター TEL 082-541-6185

（財）やまぐち農林振興公社 TEL 083-924-8900

●森林公社等

（財）鳥取県林業担い手育成財団 TEL 0857-28-0121

（社）島根県林業公社 TEL 0852-32-0253

（財）岡山県林業振興基金 TEL 086-225-9382



53

連絡先・問い合わせ先

（財）広島県農林振興センター TEL 082-541-6187

（財）やまぐち森林担い手財団 TEL 083-932-5286

●農林中央金庫

鳥取事務所 TEL 0857-23-3648

松江支店 TEL 0852-21-4411

岡山支店（岡山県・広島県・山口県）

TEL 086-222-3630

●農業信用基金協会

鳥取県農業信用基金協会 TEL 0857-23-0154

島根県農業信用基金協会 TEL 0852-31-3627

岡山県農業信用基金協会 TEL 086-232-2382

広島県農業信用基金協会 TEL 082-247-4257

山口県農業信用基金協会 TEL 083-973-3290

●農協

JA全農とっとり TEL 0857-27-2711

JA全農島根 TEL 0852-31-3558

JA全農おかやま TEL 086-234-6862

JA全農ひろしま TEL 082-544-3711

JA全農山口 TEL 083-973-3800

●信用漁業協同組合連合会

鳥取県信用漁業協同組合連合会 TEL 0857-23-1351

漁業協同組合JFしまね TEL 0852-21-0002

広島県信用漁業協同組合連合会 TEL 082-247-2301

山口県信用漁業協同組合連合会 TEL 083-231-4282

●森林組合連合会

鳥取県森林組合連合会 TEL 0857-28-0121

島根県森林組合連合会 TEL 0852-21-6247

岡山県森林組合連合会 TEL 086-222-7671

広島県森林組合連合会 TEL 082-228-5111

山口県森林組合連合会 TEL 083-922-1955

環境分野の相談機関

●環境省

中国四国地方環境事務所 TEL 086-223-1577

●産業廃棄物協会

（社）鳥取県産業廃棄物協会 TEL 0858-26-6611

（社）島根県産業廃棄物協会 TEL 0852-25-4747

（社）岡山県産業廃棄物協会 TEL 086-254-9383

（社）広島県産業廃棄物協会 TEL 082-247-8499

（社）山口県産業廃棄物協会 TEL 083-928-1938

外部専門家の問い合せ先

●税理士団体

中国税理士会（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

TEL:082-246-0088

●公認会計士団体

日本公認会計士協会中国会 TEL:082-248-2061

●中小企業診断士団体

（社）中小企業診断協会

鳥取県支部 TEL:0859-32-5060

島根県支部 TEL:0852-28-1600

岡山県支部 TEL:086-225-4552

広島県支部 TEL:082-227-2827

山口県支部 TEL:083-934-3510

●行政書士会

鳥取県行政書士会 TEL:0857-24-2744

島根県行政書士会 TEL:0852-21-0670

岡山県行政書士会 TEL:086-222-9111

広島県行政書士会 TEL:082-249-2480

山口県行政書士会 TEL:083-924-5059

●社会保険労務士会

鳥取県社会保険労務士会 TEL:0857-26-0835

島根県社会保険労務士会 TEL:0852-26-0402

岡山県社会保険労務士会 TEL:086-226-0164

広島県社会保険労務士会 TEL:082-212-4481

山口県社会保険労務士会 TEL:083-923-1720

●弁護士団体

鳥取県弁護士会 TEL:0857-22-3912

島根県弁護士会 TEL:0852-21-3225

岡山弁護士会 TEL:086-223-4401

広島弁護士会 TEL:082-228-0230

山口県弁護士会 TEL:083-922-0087
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■国土交通省
中国地方整備局　建政部　計画・建設産業課

TEL:082-221-9231

■厚生労働省
鳥取労働局　職業安定部　職業安定課

TEL:0857-29-1707
島根労働局　職業安定部　職業対策課

TEL:0852-20-7021
岡山労働局　職業安定部　職業安定課

TEL:086-801-5105
広島労働局　職業安定部　職業対策課

TEL:082-502-7832
山口労働局　職業安定部　職業対策課

TEL:083-995-0383

■農林水産省
中国四国農政局　企画調整室 TEL:086-224-4511

■経済産業省
中国経済産業局　産業部　中小企業課

TEL:082-224-5661

■環境省
中国四国地方環境事務所 TEL:086-223-1577

■（独）雇用・能力開発機構
鳥取センター 業務課 TEL:0857-52-8804
島根センター 業務課 TEL:0852-31-2302
岡山センター 業務課 TEL:086-241-0067
広島センター 業務課 TEL:082-248-1346
山口センター 業務課 TEL:083-922-2065

■鳥取県 TEL:0857-26-7111
県土整備部　県土総務課
福祉保健部　福祉保健課
生活環境部　循環型社会推進課　環境産業育成室
商工労働部　経済通商総室　企画調査チーム
商工労働部　雇用人材総室　労働政策チーム
農林水産部　農政課　企画調整室

■島根県 TEL:0852-22-5111
土木部　土木総務課
商工労働部　雇用政策課
農林水産部　農林水産総務課

■岡山県 TEL:086-224-2111
土木部　監理課
産業労働部　労働政策課　緊急雇用対策室
産業労働部　産業振興課
農林水産部　農政企画課
生活環境部　循環型社会推進課
保健福祉部　保健福祉課

■広島県 TEL:082-513-3822
土木局　総務管理部　建設産業課

■山口県 TEL:083-922-3111
土木建築部　監理課
環境生活部　環境政策課
商工労働部　経営金融課
農林水産部　農林水産政策課

■業界団体等
（社）鳥取県建設業協会 TEL:0857-24-2281
（社）島根県建設業協会 TEL:0852-21-9004
（社）岡山県建設業協会 TEL:086-225-4131
（社）広島県建設工業協会 TEL:082-511-1430
（社）山口県建設業協会 TEL:083-922-0857
建設産業専門団体中国地区連合会

TEL:082-248-1877
（財）建設業振興基金 TEL:03-5473-4572

事務局

中国地方整備局　TEL:082-221-9231
建政部　計画・建設産業課
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